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特集 自動車産業におけるデジタル改革

要　約

1	 コネクテッドカーが新車販売において一般化してきている中、自動車メーカーとして、
コネクテッドサービスにおける収益性の議論は日々、重要になっている。コネクテッド
サービスが商品競争力を左右するだけでなく、さまざまなモノと広くかつ常時つながる
ことを起点に、自動車メーカーの枠にとどまらない新たな価値の創造、ビジネスの可能
性を強く秘めたテーマといえるからである。

2	 コネクテッドサービスの収益化に向けては、サービスの売り上げ拡大が必須となる。柱
となるエンドユーザー向けサービスでは、顧客単価の向上と継続率の維持・向上をうま
くバランスさせるサービス開発が重要となる。加えて、新規領域としてデータ活用を伴
う法人向けサービスも近年、ビジネスの立ち上がり・拡大が見られ始めている。

3	 他方で、サービス開発・ローンチをいかに素早く、かつ投入リソースコストを低減しな
がら進めるかといった議論も重要である。巨大IT企業の当該領域への参入を期に、ソフ
トウエアサービスの開発加速化に向けたアライアンスの検討は、その重要性を増してい
る。また、企業間、あるいは企業内のブランド・地域・事業といったセクションを超え、
サービスインフラを共通化することでコスト低減を図る、といった活動もより重要となる。

4	 各課題に対する解決策の実施に向けては、企業内の仕組みが不十分であるケースが少
なくないと想定される。コネクテッド領域においてリーダーシップを発揮する専門組
織・人材の獲得に加え、協業先や関連部署との円滑な議論を可能にする社内制度やKPI
設定などにも目を配る必要がある。コネクテッドサービスの収益性向上では、課題解決
策と実行面での仕組み作りの一体的な取り組みが必要となる。

Ⅰ　普及期に入ったコネクテッドカー・サービス
Ⅱ　コネクテッドサービス売上拡大に向けた論点
Ⅲ　サービスローンチ加速化／コスト低減に向けた論点
Ⅳ　コネクテッド収益化に向けた取り組みの方向性
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載することを発表している。
現在では、先進国で販売される乗用車の多

くはコネクテッドカーであることが標準的に
なりつつあり、各自動車メーカーはコネクテ
ッドカーを軸としたサービスの充実や収益性
の確保に向けた検討を日々続けている。

2	 コネクテッドがもたらす
	 新たな価値

車載通信機の標準搭載だけでなく、自動車
におけるセンサーの増加や先進国における通
信技術・インフラの発達もコネクテッドカー
の普及を後押ししている。スマートフォンが
広く普及し、われわれの生活において、なく
てはならないものとなっていることも大きな
影響を与えている。われわれは自動車の利用
シーンの中で、スマートフォンを扱うよう
に、快適で便利、しかも楽しく最新の機能・
サービスを体験できる環境を強く求め始めて
いる。

そうした技術的な進化・生活の変化が進む
中で、コネクテッドカーは現在、従来のITS
やインターネットとの接続だけでなく、ドラ
イバー・乗員・車・道路インフラ・自動車メ
ーカーなどと広くかつ常時「つながる」こと
を可能とする、大きな変化点に来ているとい
える。図1に示す通り、具体的なコネクテッ
ド機能追加による自動車そのものの商品力の
向上や既存ビジネスの強化に加え、広くかつ
常時「つながる」ことを利用した新たなコネ
クテッドサービスの提供や、さまざまなデー
タを収集・分析することによる新たなビジネ
スの検討など、自動車メーカーとしての枠に
とらわれない新たな価値の創造、ビジネスの
可能性を検討することが可能になっている。

Ⅰ	普及期に入った
	 コネクテッドカー・サービス

1	 市場投入が加速する
	 コネクテッドカー

近年、コネクテッドカーと呼ばれる車載通
信機を搭載した自動車が数多く市場に投入さ
れるようになり、われわれの生活の中で、こ
の「つながる」車が身近になってきている。
さかのぼること20年以上前から、道路交通シ
ステム（ITS）やインターネットにつながる
車は存在していたが、近年、自動車メーカー
各社においてコネクテッドカーをより重要視
し、具体的な収益化に向けた検討やアクショ
ンが加速している。

コネクテッドカーが重要視され始めたきっ
かけとして、2016年のパリモーターショーに
おけるダイムラーのCEOディーター・ツェ
ッチェ氏が提唱したCASEがあまりにも有名
である。CASEとはConnected（コネクテッ
ド ）、Automated（ 自 動 運 転 ）、Shared & 
Services（シェアリング・モビリティサービ
ス）、Electrified（電気自動車）の頭文字を
とった造語である。同氏はCASEの4つのテ
ーマが将来的な自動車メーカーの成長・存亡
に大きくかかわるとし、メルセデス・ベンツ
の中長期戦略の柱に据えると発表した。コネ
クテッドは自動車業界において将来的な成長
を左右するテーマの一つとして数えられ、以
降、CASEという造語の広がりと相まって、
自動車各社はコネクテッドカー・サービスの
開発に一層の注力をして進めるようになっ
た。たとえばトヨタ自動車は2018年 6 月に、
車両の制御ネットワーク（CAN）に接続す
る車載通信機をほぼすべての乗用車に標準搭
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といえるビジネスモデルや実現事例は、まだ
数少ないとの認識を持っている。

そこで本稿では、コネクテッドサービスの
収益性向上に向けた課題を、サービスの売上
拡大、およびサービス開発のスピード／運用
を含めたコストの観点から整理し、解決の方
向性に対する示唆を論じたい。

Ⅱ	コネクテッドサービス
	 売上拡大に向けた論点

1	 コネクテッドサービスの
	 始まりと広がり

コネクテッドカーとは「インターネットの
通信機能を備えた自動車」であり、狭義では
モデム（音声・データの発信に必要なセルラ
ーモジュール）とSIM（通信事業者とのコネ
クティビティ契約）が組み込まれたテレマテ

3	 コネクテッド収益化に向けた
	 課題

前述の通り、先進国で販売される乗用車の
多くは既にコネクテッドカーに変わりつつあ
り、コネクテッドサービスを提供できる消費
者の数・市場も徐々に拡大することが期待で
きる。しかし、コネクテッドサービスでは、
従来の自動車メーカーのビジネスの柱であ
る、自動車を組み立てて販売することにとど
まらず、消費者の多種多様なニーズを起点と
したトータルカーライフにわたる事業収益を
築いていく必要がある。また、サービスの市
場投入に向けては、車両開発だけでなく、シ
ステム・ソフトウエアといった従来の自動車
メーカーの専門性とは異なる領域でのサービ
ス開発を、多様なニーズをカバーしながら素
早く実装することが求められる。しかしなが
ら現状では、高収益なコネクテッドサービス

図1　コネクテッドサービス事業機会概要
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など）、ナビゲーションサービス、リモート
サービス（車両の遠隔操作・確認など）、イ
ンフォテインメント関連サービス（AIを搭
載した音声認識機能やスマートフォンアプリ
の活用含む）が挙げられる。これらコネクテ
ッドサービスの多くは複数サービスがパッケ
ージ化され、サブスクリプション（利用期間
に対して対価を支払う料金設定）によって提
供されており、各社は月額や年額の料金オプ
ションを用意している。

サブスクリプション型ビジネスにおいて、
売上拡大に向けては「新規顧客の獲得」「顧
客単価の向上」「顧客継続率の向上」が重要
となる。近年、自動車メーカーの多くは、主
に安全・セキュリティ関連の機能に対しては
利用料を課さず、無料プランに含めて提供し
ている。つまりコネクテッドカーの所有者の
多くは、自動車の購入と同時にコネクテッド
サービスの新規会員に登録されている。この
ため、各社はコネクテッドサービスの売上拡
大に向けて、「新規顧客獲得」の次なる一手
として顧客単価や顧客継続率を向上させる施
策に注力している。

（1）	 テスラ：サービス有料化に向けた

機能拡充の工夫

顧客単価の向上に向けては、有料プランへ
の移行や、より高単価での価格設定を許容さ
せるための適切な機能拡充が重要となる。た
とえば、テスラは2012年の「Model S」販売
当初より17インチの大型タッチスクリーンを
搭載し、全車種・全グレードにおいてコネク
テッドサービスを提供してきた。従来、同社
のコネクテッドサービスは実質的にすべて無
料（通信料を含む）で提供されていたが、19

ィクスコントロールユニット（TCU）を搭
載している車両を指す。古くは、1996年に米
ゼネラル・モーターズ（GM）が「Cadillac 
Deville」「Seville」「Eldorado」 の 新 モ デ ル
販売時に、業界初となるエンベデッド型コネ
クテッド機能を搭載しており、「OnStar」と
いう名称でシステムおよびサービスの提供を
開始した。

その後、2000年代後半にiOSおよびiPhone
（Apple）やAndroid OS（Google）の開発に
よりスマートフォン（スマホ）が普及すると、
TCUの通信機能をスマホで代替することが可
能な広義のコネクテッドカーが登場する。ま
たUSBドングルなどのデバイスを用いてテザ
リングし、通信を行うケースも存在する。

このように、自動車を起点に車載通信機や
スマホおよびその他外部デバイスによって確
立されたインターネット通信を用いて提供す
るサービスを「コネクテッドサービス」と呼
ぶ。

コネクテッドサービスには大別して、既に
多くの自動車メーカーで実用化が進んでいる
対エンドユーザー向けサービスと、近年取り
組みが加速している対法人向けサービスが存
在する。本章では、各サービスに関する自動
車メーカーの特徴的な事例を参考に、将来的
なサービス売上拡大に向けた課題と解決の方
向性を論じる。

2	 コネクテッドサービス売上拡大
	 に向けた自動車メーカーの
	 取り組み事例

エンドユーザー向けの主なコネクテッドサ
ービスとしては、安全・セキュリティ関連サ
ービス（eCall、盗難時追跡および制御機能
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成長を続けており、サブスクリプション制で
利用料を回収できればBMWの安定的な収入
拡大に大きく寄与すると思われた。

しかしながら同年12月、同社はCarPlay利
用におけるサブスクリプション制導入を撤回
している。「BMWは常に顧客ニーズを満た
すことを目指しており、今回の改訂（サブス
クリプション制導入の撤回）は顧客の所有体
験をよりよいものにするためのものだ」とい
う担当者のコメントからは、ほかの自動車メ
ーカーが無料で提供してきたCarPlayサービ
スの有料化に対して、予想を上回る反発があ
ったものと推察される。

CarPlayのサービス開発者はAppleであり、
自動車メーカーは車内といういわば「サービ
ス利用の場」を提供しているに過ぎない。
CarPlayのサービス内容はほかの自動車メー
カーで利用する場合と変わらないにもかかわ
らず、BMWのユーザーのみが利用料を課さ
れることに対して、顧客は不公平さを覚えて
しまった。このように、各自動車メーカーな
らではの価値提供が難しい汎用サービス分野
においては、サービス価格の改正による顧客
単価の向上は今や難しくなったといえる。

（3）	 GM：顧客ニーズ探索・対応に向けた

継続的なプラン改定サイクル

サブスクリプション制を用いたサービスの
提供において、顧客単価向上と顧客満足度、
ひいては継続率維持は一定のトレードオフの
関係にあり、コネクテッドサービスもその例
外ではない。顧客ニーズに合致する形でサー
ビスそのものの魅力度を向上させ、単価向上
と維持率をうまくバランスさせることは、コ
ネクテッドサービスの収益性向上を目指す中

年に初めての有料プランである「Premium 
Connectivity」プラン（月額9.99ドル）を導
入した。ナビゲーションなどの一部の基本機
能は引き続き通信料を含めて無料での利用が
可能ではあるものの、高機能地図の利用料や
動画・音声といった大容量データを扱うサー
ビスの通信料は顧客負担となった。

コネクテッドサービス有料化が価値拡大を
伴わない施策であれば、テスラは顧客の反感
を買っていたと予想される。一方、同社にお
ける有料プラン導入に際しては、インフォテ
インメントサービスについて重点的な機能拡
充が行われたことが特徴的であった。具体的
には、YouTubeやSpotifyアカウントへの接
続機能やカラオケ機能などを、コネクテッド
サービスの有料化導入と同時期に新規搭載し
た。テスラ車の強みである大画面ディスプレ
イオーディオを用いる機能について、市場で
人気のあるメディアとの連携や機能の搭載を
行うことで、コネクテッドサービスの価値向
上をユーザーへ強くアピールし、支払いに対
する抵抗を最小化したといえる。

（2）	 BMW：サービス（CarPlay）

	 有料化の見直し

一方、一部サービスの価格改定において近
年苦戦した企業としてBMWが挙げられる。
同社はリモートサービスや音声認識機能を含
むインフォテインメント関連サービスなど、
基本的なコネクテッドサービスを年額のサブ
スクリプション制に基づいて提供している。
加えて、2019年 7 月に自動車メーカーの中で
初めてCarPlay（Apple）連携機能の利用を
有料化し、追加の年額利用料を徴収すると発
表した。CarPlayの利用者数は欧米を中心に
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隔でのドアロック・解除やエンジン操作機能
など）をベーシックプランから除外して有料
プランに組み込み直しており、無料サービス
から有料サービスへ顧客を誘導する仕組みに
しているものと推察される。

GMでは近年 1 、 2 年に 1 度の高い頻度で
OnStarのプラン改定を行っている。改定に
際しては、顧客の利用データやディーラーか
らのフィードバックを参考にして、「顧客が
お金を払ってもよいと感じている機能・サー
ビスは何か」を 1 年がかりで特定し、価格戦
略を見直している。前述のリモート機能有料
化を含むプラン改正も、GMが十分な収益を
得られ、かつ顧客が満足し得る価格・パッケ
ージを日々の顧客ニーズ探索から導いた結果
である。顧客ニーズについて定量・定性的デ
ータに基づいて仮説を立て、新しい価格・パ

で非常に重要な論点となる。たとえば、コネ
クテッドサービスの提供内容・価格を過去頻
繁に改定し、顧客ニーズを探っているGMの
取り組みは注目に値する。

GMは、直近では2018年 5 月に「OnStar」
の新しい価格体系を適用している。表1に示
す通り、コネクテッドサービスのパッケージ
ング変更および機能追加を行うことでベーシ
ックプラン（ 5 年間無料）＋ 3 種類の有料プ
ラン（19.99ドル／月額〜34.99ドル／月額）か
ら、Connected Access（10年間無料）＋ 5 種
類の有料プラン（14.99ドル／月額〜59.99ドル
／月額）へと変更した。具体的には、高性能
ナビやWi-Fi無制限通信を含む高額プランを
新しく用意している。加えて、コネクテッド
機能の中でも特に使用頻度が高く、日々顧客
が利便性を感じやすいリモートサービス（遠

表1　OnStar（GM）コネクテッドサービスにおける直近のパッケージ改定

旧パッケージ（2018年4月以前）

プラン名 Basic Protection Security Guidance

料金

月額 5年間
無料 ＄19.99 ＄24.99 ＄34.99

年額 5年間
無料 ＄199.90 ＄249.90 ＄349.90

機能

リモー
ト操作 ● ● ● ●

緊急時
対応 ─ ● ● ●

＋盗難
車追跡
機能

─ ─ ● ●

高性能
ナビ ─ ─ ─ ●

最新パッケージ（2018年5月以降）

プラン名 Connect-
ed Access

Remote 
Access

Unlimited 
Access

Safety ＆ 
Security

Safety ＆ 
Security 
＋ 

Remote 
Access

Safety ＆ 
Security 
＋ 

Unlimited 
Access

料金

月額 10年間
無料 ＄14.99 ＄39.99 ＄24.99 ＄39.99 ＄59.99

年額 10年間
無料 ＄149.90 ─ ＄249.90 ＄349.90 ─

既存機
能（個
別内容
のアッ
プデー
トあり）

リモート操作 ─ ● ─ ● ● ●

緊急時対応 ─ ─ ─ ● ● ●

＋盗難車追跡
機能 ─ ─ ─ ● ● ●

高性能ナビ ─ ─ ● ● ● ●

新機能

無制限通信 ─ ─ ● ─ ─ ●

その他
（Key by 
Amazon、
Marketplace、
In-vehicle app
等）

● ● ● ● ● ●

注）この他一部旧プランではハンズフリー通話機能が提供されていたが最新パッケージでは不採用（現GM最新モデルでは同機能は利用不可能）。また、旧パッ
ケージでは全プランで無料展開されていたAt your service機能はMarketplace機能の一部に吸収されたと考えられる

出所）GM公開情報を基に作成
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システムでOTA更新の採用が拡大すると予
想される中で、FoDの適用機会はさらに増加
するものと考えられる。

GMが顧客データから顧客ニーズを導き出
し、プランの内容を頻繁に変更することで、
適切な価格・パッケージを探ろうとしている
のに対し、アウディはサービスの利用開始時
期や予算に関する顧客のニーズに柔軟に対応
可能な販売方法を用意し、サービスの提供機
会を取りこぼさないよう工夫している。技術
やサービスが日々進化し得るコネクテッド領
域において、その進化を逃さず、高頻度かつ
細やかにユーザーに届けられる取り組みが今
後は一層重要となると考える。

3	 業界の垣根を越えて広がる
	 新ビジネスの創出：
	 自動車データの活用

前節で述べたように、自動車メーカーはコ
ネクテッドサービスの提供に当たりサブスク
リプション制を採用し、プライシングやパッ
ケージングに工夫を凝らすことと並行し、機
能拡充による価値の向上に努めることで同事
業の収益化に向けて試行錯誤している。ただ
し、通信機能を持つTCUおよびタッチポイ
ントとなるディスプレイオーディオの車載化
には一定以上のコストがかかる。また一部の
コネクテッドサービスはスマホとの連携によ
り無料〜低価格で提供することが可能になり
つつある。そこで、多くの自動車メーカーは
コネクテッド事業の新たな収益源を創出する
べく、コネクテッドカーから得られるデータ
を活用した法人向けサービスの開発・提供に
注力している。

各社におけるデータ活用サービスの中で、

ッケージを高頻度で採用し、その後の利用状
況を日々確認し効果を測定する。プラン改定
のPDCAサイクルを継続的に回すことで、
GMは顧客ニーズに柔軟かつ適切に対応し、
コネクテッドサービスのさらなる収益化を実
現しようとしている。

（4）	 アウディ：機能の「後から追加」と

	 複数の価格体系の採用による

	 サービス提供機会の最大化

各社がコネクテッドサービスの提供にサブ
スクリプション制を採用し収益向上に努める
中、新技術を用いることで先進的なマーケテ
ィング・販売コンセプトの実現に取り組んで
いるメーカーとしてアウディが挙げられる。
同社は従来のコネクテッドサービス（サブス
クリプション制）の各種プランに加え、2020
年発売の一部車種において、特定の機能につ
いては「Function on Demand」（FoD）とい
うコンセプトを採用して販売すると発表して
いる。FoDはOver The Air（OTA：無線ネ
ットワークを利用した自動車機能の追加・更
新技術）を用いて自動車機能をオンライン販
売するもので、顧客は自動車購入後も一部機
能の「後から追加」ができるようになる。ま
た、各機能の購入価格は「月額」「年額」「パ
ーマネント（永続的）」から選択可能である。

機能の購入時期や組み合わせ、価格につい
て自由度を持たせることで、顧客は自身の求
める機能の種類や予算に合わせて各サービ
ス・機能を常時カスタマイズできるようにな
る。FoDで購入が可能となる機能は、現在の
ところ、一部のインフォテインメント機能と
ハイビームコントロール、および駐車アシス
タント機能である。今後制御系・情報系の両
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多くの自動車から直接吸い上げることが可能
になったことを受け、今日、自動車メーカー
は損保会社へ当該データを外販することによ
る収益創出を狙っている。

たとえば日本ではトヨタ自動車があいおい
ニッセイ同和損保と提携し、2018年より国内
で初めて運転挙動データを活用した自動車保
険を提供している。具体的には、走行距離や
速度に加え急加速・急ブレーキの回数やハン
ドル操作の安定性といったデータから「安全
な運転をしているかどうか」を判定し、安全
な運転手に対してはそのリスクの低さを評価
して保険料の値引きを行う。そのほか、日産

既に事業化され市場に浸透している取り組み
の一つとして、損害保険会社に対する走行デ
ータの提供が挙げられる。走行距離・時間な
どのデータを基に自動車保険料を定めるUBI

（Usage Based Insurance）の提供は、米国
や英国、イタリアを中心に拡大している。
UBIが市場に登場して以来、一部の損保会社
はUSBドングルやスマホを用いて収集した
顧客の走行データを参考に、保険料を計算し
てきた。しかし、測定精度の低さという技術
的な課題は、UBI保険市場の成長の枷となっ
ていた。近年、コネクテッドカーの普及によ
り、CANデータをはじめとした車両情報を

図2　Otonomo社のビジネスモデル

A社

B社
データ

加工済
データ

データ
利用料

データ代

※TSP: Telematics Service Provider

…

…

データ提供者
（20社以上）

OEM（15社以上）

データ利用者

自治体

地図制作会社

保険会社

メディア

広告会社

提供データ例 データ活用例

TSP※

フリート管理
サービサ

● 各所から収集したデータを
変換・統一化して顧客提供

● データ利用料から得られた
収益を、データ提供者
（OEM、TSP、フリート管理
サービサ）へ分配（レベ
ニューシェア）

● 走行データ（加速度、スピード、ステアリングなど）
● 位置情報
● 燃料・オイル量情報
● 内装部品稼働状況 （シートベルト、エアバッグなど）
● インフォテインメント利用状況（ラジオなど）

など

● スマートシティソリューション
─交通システム構築
─渋滞管理システム構築
─事故検知システム構築　

● 地図作成
─標識や工事情報の迅速な反映
─地理情報の高精度化
─自動運転車両用マップの作成

● 自動車保険
─UBIの提供
─運転スキルへのフィードバック・コーチ
ング

● 駐車場サービス
─需要量に応じた利用料金体系（ダイナ
ミックプライス）の導入

● 効果的な広告配信
─地理・時間・車両情報を加味した広告
配信

など

出所）Otonomo社の公開情報を基に作成



30 知的資産創造／2020年6月号

会社、保険会社、メディア、広告会社などの
サードパーティへ販売している。サードパー
ティへの外販時にOtonomo社と自動車メー
カーが収益を分配することでwin-winのビジ
ネスを築いており、ダイムラーをはじめとす
るOEMやテレマティクスサービスプロバイ
ダ―、フリート管理サービサの計20社以上（19
年 8 月時点）が同社へ情報を提供している。

また、同じく自動車データを収集し解析ま
で行うwejo社（英国）は、19年 3 月時点で
OEM15社から自動車データの提供を受けて
いる。同社は同年 2 月にGMから2500万USド
ルの出資を受けたことでも話題になった（こ
れによりGMはwejo社の株を35％獲得した）。
GMはwejo社と戦略的提携を締結すること
で、GMグループの車両から得られるデータ
のより効果的な活用方法について模索してい

自動車や三菱自動車といった日系メーカー
や、GM、フォード、ダイムラー、BMWな
どの欧米系自動車メーカーも保険領域での走
行データの活用を進めており、今後は日本や
東南アジア地域をはじめ、欧米以外の地域で
もUBIが浸透すると考えられている。

コネクテッドカーから得られるデータの提
供先は保険会社にとどまらない。イスラエル
のスタートアップであるOtonomo社は、コ
ネクテッドカーからデータを入手し管理・外
販する自動車情報専用プラットフォーマ―で
ある。図 2 に、同社のビジネスモデルの概要
を示す。具体的には、走行データ、位置情
報、シートベルトやエアバッグなど内装部品
の稼働状況といった多岐にわたる情報を自動
車メーカーから収集し、活用しやすいよう目
的に応じて加工した上で、自治体、地図制作

図3　トヨタ自動車のMSPF概要

保険会社

Smart Key Box
／TransLog

ライドシェア
事業者
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リース
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（CRM、品質管理）

ビッグデータ
取得・分析
＜TBDC＞

トヨタ
ファイナンシャル
サービス

金融・決済
センター

金融・決済
サービス

テレマ
ティスク保険

フリート向け
車両管理

その他API

販売店

交通情報
データ／車両
データ活用

カーシェア
事業者

レンタカー
事業者

タクシー
事業者

自治体
ロジス
ティクス リテール …

MSPF：Mobility Service Platform

Toyota Smart Center

グローバル通信プラットフォーム

APIをオープン化して、さまざまなモビリティサービスと連携

高頻度の
メンテナンス

出所）トヨタ自動車「Sustainable report 2016」「トヨタのコネクティッド&MaaS戦略（2019年2月6日）」より作成
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Ⅲ	サービスローンチ加速化／
	 コスト低減に向けた論点

1	 自動車メーカーにのしかかる
	 コネクテッドサービスの開発増加

コネクテッドサービスの収益化の観点で
は、前章の通り、サービス売り上げの拡大が
重要なポイントではあるが、魅力的なサービ
ス開発をいかに素早く、かつ投入リソースコ
ストを低減させながら進められるか、も重要
なポイントとなる。本章では、従来の車両開
発と大きく異なるコネクテッドサービス開発
において、自動車メーカー各社が直面する課
題、およびそれらに対する取り組み状況につ
いて概説する。

1 つ目の論点は開発スピードの加速化であ
る。これまで自動車メーカーにとっては、数
年単位で車両の量産・適合開発を行った後、
市場投入という流れが一般的であった。しか
し、日常生活におけるスマホの浸透により、
顧客にとっては、数週間単位のアップデート
による機能改善や新機能追加といったソフト
ウエアサービスが当たり前となってきた。し

くものと考えられる。
なお、前述の 2 社が外部パートナーへ自動

車データを外販しているのに対し、トヨタ自
動車はデータプラットフォームの内製化に取
り組んでいる。同社は16年、モビリティサー
ビス・プラットフォーム（MSPF）の構想を
打ち出した。20年までに、日本・米国・中国
で販売されるすべての乗用車にData Com-
munication Module（DCM）を標準搭載す
るとしている。MSPFはそれらコネクテッド
カーから得られるデータを包括的に管理する
データ基盤であり、MSPFの構築は同社のコ
ネクテッド・MaaS戦略の中核に位置付けら
れている。

図 3 に示す通り、将来的にはMSPFに集約
されたデータを保険会社やライドシェア、カ
ーシェア、自治体、ロジスティクス、リテー
ルなど多様なシーンで活用するとしている。
20年4月 に はMSPFの 開 発・ 運 用 に 向 け て
NTTデータと業務資本提携に合意した旨を
発表し、さらなる活動の具体化・加速化を狙
っているものと考えられる。

表2　コネクテッドサービスの開発・運用コストの概要

開発・運用コストの分類 OEMが抱える課題 主な取り組み事例

（1）サービス開発費 コネクテッドサービス、関連車載機器
の開発の効率化

● 社内にてIT・ソフトウエア開発組織の立ち上げ
● 他社とのアライアンス活用

（2）インフラ整備費 地域・ブランド単位でのシステム・サー
バー費の効率化

● グループ内／提携企業内でのプラットフォーム
共通化

（3）通信費 膨大なデータ通信による通信費負担の
抑制

● エッジコンピューティングの活用
● 料金設計の変更

（4）保守運用費・その他 直接的にサービスの競争力にかかわら
ない領域の設定、各種費用の低減

● グローバルでのリソース共通化
● 外部のSaaS型サービス活用
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インフラとして、システム・サーバーの整備
が必要となる。国・地域単位やブランド単位
で個別にコネクテッドサービスを開発してき
た自動車メーカーの中には、システム・サー
バーも個別に整備しているケースも存在す
る。バックエンドとなる同コストの効率化に
向けた視点も重要となる。

（3）	 通信費

サービス開発・インフラ整備がひとたび完
了し、顧客のサービス利用が開始されると、
各コネクテッドサービスの利用量におおむね
比例する通信コストが発生する。特に画像や
動画などの大容量データのやり取りが必要と
なるサービスにおいては、負担額も増加する
傾向が想定される。同コストは自動車メーカ
ーが自社のみでコントロールする余地は大き
くなく、通信キャリアとの交渉・協力関係の
下で、低減を図る必要がある。

（4）	 保守運用費・その他

その他の主な費用として、システム・イン
フラ保守運用費やソフトウエアのバグ修正・
アップデート機能などの対応費に加え、サー
ビス・ソフトウエア領域のオペレーションに
欠かせないコールセンター運用費、広告・販
促費などが存在する。

2	 専門組織立ち上げ・アライアンス
	 活用を軸にした開発の加速
（1）	 自動車メーカーからソフトウエア会社

	 への脱皮を目指すVW

1 つ目の論点である開発スピードの加速化
に関して、各自動車メーカーが検討を進める
中、コネクテッドサービスおよび関連インフ

たがってコネクテッドサービスにおいても、
素早いサービスの開発・ローンチ、必要に応
じた高頻度なアップデート・機能追加が求め
られる。自動車メーカーにとって、顧客が車
両を購入した時点でサービスの開発期間終了
とはならず、ソフトウエアアップデートによ
る機能改善・新機能追加を通じて、顧客の多
様なニーズを迅速に反映していくことが求め
られる。このように、自動車メーカーもソフ
トウエアサービス領域に適した開発サイクル
を適用しなければならず、サービス数が多様
化・増加する中で開発スピードの加速化が求
められることとなる。

2 つ目の論点は、コネクテッドサービス開
発・運用にかかるコストの低減である。表 2
に示す通り、主なコストとしてサービス開
発・投入までに必要となるイニシャルコスト

（ 1 ）サービス開発費、（ 2 ）インフラ整備
費、およびサービス提供時に必要となるラン
ニングコスト（ 3 ）通信費、（ 4 ）保守運用
費・その他に大別される。

（1）	 サービス開発費

顧客に提供するコネクテッドサービス、お
よび関連車載機器の開発コストを指す。フロ
ントエンドとなるサービス開発は、自動車メ
ーカーとしての差別化領域となる。したがっ
て「いかに効率的な開発ができるか」といっ
た視点のみならず、 1 つ目に挙げた「いかに
開発サイクルを短縮し、サービスローンチを
加速化できるか」といった視点が重要とな
る。

（2）	 インフラ整備費

開発したサービスを顧客に提供するための
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ーカーに生まれ変わろうとしている」と述べ
ていることからも明らかな通り、サービス・
ソフトウエア領域では、従来の自動車メーカ
ーとは異なるケイパビリティが必要となる。
VWは、「Car.Software」を主体としつつも、
不足するケイパビリティの早期獲得にはアラ
イアンスを活用しながら、サービスローンチ
の加速化・開発の効率化を実現する方針だ。

（2）	 新規参入する巨大IT企業／

	 スタートアップ企業とのアライアンス

ソフトウエアサービス領域を本業とする巨
大IT企業の参入は、自動車メーカーにとっ
て大きな影響を与えている。Googleは「An-
droid Automotive OS」およびGoogle Assis-
tant・Google Play Store・Google Mapなどが
利用できる「Google Automotive Service

（GAS）」を提供する。表 3 には、近年発表
されている巨大IT企業 2 社の当該領域にお
けるアライアンス状況を示す。ボルボは2020
年から、Android Automotive OSをPolestar2
に採用することを発表しており、業界内初の
Android Automotive OS・GASの搭載とな

ラの自社内製化に向け、大きく舵を切ったの
がフォルクスワーゲン（VW）である。2019
年6月、VWは新たにソフトウエアの専門組
織として「Car.Software」を設立し、25年ま
でに、自動車関連ソフトウエア開発の内製率
を現在の10％未満から60％以上に引き上げる
と発表した。同目標の実現に向け、20年まで
に2000人、25年までに5000人を超すデジタル
専門家の配属を計画している。同組織は、全
ブランド用に同じ基本機能を備えた標準OS

「vw.os」を開発することを発表した。これに
より、現状グループ内に存在する、インフォ
テイメントやナビゲーションなど、似たよう
な機能を持つ異なるシステムの統一を目指す。

ただし、VWは自社開発を推進するに当た
り、必要に応じて外部パートナーとのアライ
アンスも活用している。「Car.Software」が開
発すると発表したクラウドベースのプラット
フォーム「Volkswagen Automotive Cloud」
には、戦略的提携先であるマイクロソフトの
クラウドサービス「Azure」を技術基盤とし
て導入する。ヘルベルト・ディース社長が

「われわれは車メーカーからソフトウエアメ

表3　コネクテッド分野における巨大IT企業との主なアライアンス状況

巨大IT企業 自動車メーカー アライアンス関連の動き

Google

ボルボ
● 2017年、コネクテッドカー技術開発におけるGoogleとの提携発表
● 2020年より、Android Automotive OSをPolestar2に採用することを発表

ルノー・日産・三菱
● 2018年、車載OSへのAndroid採用を主な内容とした、Googleとの技術提
携締結を発表

● 2021年より、一部車種にAndroid Automotive OSを導入することを発表

GM ● 2021年より、一部車種にAndroid Automotive OSを導入することを発表

Amazon GM
● 2018年モデルおよびそれ以降に発売されたインフォテインメントシステム
搭載車に車載用Alexaを導入

出所）ボルボ、ルノー・日産・三菱、GM各社のニュースリリースより作成
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した。これまでM&Aを行ってこなかった本
田技術研究所による、開発加速化に向けた新
たな動きとして注目に値する。このようにコ
ネクテッド領域へ参入するスタートアップ企
業との協業もまた、サービス・ソフトウエア
領域で戦うための重要な一手となる。

（3）	 コスト低減に向けた取り組み事例

2 つ目の論点として、これまで紹介してき
たコネクテッドサービスの開発・運用コスト
についても、各社さまざまな取り組みを実施
し、低減を図っている。コネクテッドサービ
スの（ 1 ）サービス開発費に関しては、主に
前項で紹介した専門組織立ち上げやアライア
ンス活用を軸とした開発加速化の取り組み内
で、最適なリソース配置・活用による効率化
を検討できる。

システム・サーバーなどの（ 2 ）インフラ
整備費低減に向けては、提携企業間での共通
プラットフォームの構築が進められている。
2019年には、ルノー・日産・三菱自動車アラ
イアンスは、共通のコネクテッドサービス用
インフラとなる「アライアンスインテリジェ
ントクラウド」を立ち上げた。同クラウド立
ち上げでは、地域・ブランド横断でデータや
サービスの共有を図ることが目指されてい
る。同年スバルが次世代技術開発費の早期抑
制を図るため、トヨタ自動車とコネクテッド
カーのサービス基盤を共通化すると発表し
た。

また前述の通り、VWは「Volkswagen Au-
tomotive Cloud」を全グループ車両に活用す
ると発表した。ブランド デジタルカー＆サ
ービス担当取締役のクリスティアン・ゼンガ
ー氏は本取り組みについて、「グループ内の

る。同じく、ルノー・日産・三菱およびGM
は21年から一部車種にAndroid Automotive 
OSを導入することを発表した。同様に、
Amazonは、18年 に「Alexa Auto SDK」 を
公開し、音声AIアシスタント「Alexa」を車
載情報機器に埋め込むことが可能となった。
GMは、2018年モデルおよびそれ以降に発売
されたインフォテインメントシステム搭載車
に車載用Alexaを導入した。

このような巨大IT企業が提供するOSやAI
アシスタントの採用は、顧客が日常使い慣れ
たサービスを車内で体験できるだけでなく、
自動車メーカーのサービスローンチ加速化・
効率化に大きく寄与する。ただし、自動車メ
ーカーにとっては、巨大IT企業の提供する
プラットフォームの活用が自社独自サービス
提供への制約となりかねない点や、顧客デー
タの所有権などを懸念する声もあり、各社で
慎重な検討が進められていると想定される。

また、音声認識技術や画像認識技術に強み
を有するスタートアップ企業の参入も増加し
ている。たとえば、19年に米ニュアンス・コ
ミュニケーションズのオートモーティブ部門
から独立したセレンス社は、音声認識や視
線・動作検知といった技術を活用し、次世代
自動車向けのソフトウエア開発を手掛ける。
既にトヨタ自動車・GM・ダイムラー・アウ
ディをはじめ、複数の自動車メーカーと提携
が進んでおり、各社のAIエージェントなど
のサービス開発の加速化に貢献している。

他方で、スマートフォンを活用したコネク
テッドサービスの開発・運営を行うスタート
アップ企業として、ドライブモード社が存在
する。15年より共同開発を行っていた本田技
術研究所は、19年にドライブモード社を買収
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のリソース共通化や外部のSaaS型サービス
活用による効率化を継続的に検討することが
重要となる。

Ⅳ	コネクテッド収益化に向けた
	 取り組みの方向性

コネクテッドサービス収益化に向けては、
多様なニーズをカバーし、魅力的なサービス
提供を前提に顧客単価の向上と継続率の維持
を両立させることが重要である。また同時
に、スピーディーかつ効率的に開発を実現
し、素早くローンチにつなげることも重要で
ある。これらを同時に満たし、事業の高収益
化を実現した事例はまだ見受けられないもの
の、各論点・課題に目を向けると、個別では
好事例といえる取り組みがあることを説明し
てきた。総括として、各課題に対する解決方
向性を、実行時の留意点とともにあらためて
整理したい。

1	 自動車ユーザーに根付く
	 コネクテッドサービスの創出

本稿ではまず、主にサブスクリプションで
提供されているコネクテッドサービスの売り
上げ拡大に関する課題を整理し、注目事例を
取り上げた。顧客売り上げの最大化に向け
て、サービスプランを複数設定し、個別サー
ビスのニーズや価格受容性を実サービスの中
で確認しつつ、①新たなサービス・機能アッ
プデートを反映し、定期的にパッケージをチ
ューニングすること、OTA活用によりサー
ビス購買・アップデートを随時可能にし、②
顧客側でのカスタマイズにつながるサービス
提供を実現すること、の 2 点が重要となると

システムやバージョンの複雑さを大幅に簡素
化できるため、中期的に、グループ全体とし
てスケールメリットの恩恵を受けることとな
ります。特にソフトウエア分野においては、
こうした共有化が効果的で、大幅なコスト削
減につながるでしょう」と述べる。企業間の
連携だけでなく、自社内の異なる地域・組
織・事業で共通項を整理することによって全
体最適・コスト低減を検討することも可能と
考えられる。
（ 3 ）通信費の低減については、エッジコ

ンピューティングを活用した自動車側でのデ
ータ処理に注力することで、クラウドとの膨
大なデータのやり取りを削減する動きが見ら
れる。トヨタ自動車は、17年にインテル・
NTTらと「Automotive Edge Computing Con-
sortium」を創設した。同コンソーシアムで
は、通信にかかる負荷を分散させるために必
要となるエッジコンピューティング技術の開
発を進めている。

また自動車メーカーが負担する通信費を軽
減するという観点では、利用者に通信費を負
担してもらうという方策が取られている。ト
ヨタ自動車が提供する「T-Connectサービ
ス」では、「T-Connectスタンダード／エン
トリープラン」と称し、通信料はスマートフ
ォンのテザリングやWi-Fiなどを利用する形
でユーザー負担の形をとる。また、日産が提
供する「NissanConnect」ではNTTドコモの

「docomo in Car Connect」を採用しており、
利用者はNTTドコモと同オプションを契約
することで、Wi-Fiの定額利用が可能となる。

最後に、（ 4 ）保守運用費・その他費用に
ついては、直接的にサービスの競争力に影響
が小さい領域や業務を選別し、グローバルで
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験・満足の機会を提供することで、中長期的
にユーザーに有料会員にとどまりサービス利
用を継続してもらうことが重要と考える。

2	 メーカーから
	 サービスプロバイダーへの進化

エンドユーザー向けサービスを強化するだ
けでなく、得られたデータを活用し、他ビジ
ネスへの展開や対法人向けのサービスとし
て、収益強化を検討することも重要となる。
前述の通り、自動車データプラットフォーマ
ーやトヨタ自動車のMSPFといった構想が既
に動き出している。

トヨタ自動車の活動で注目したいのが、多
様なアライアンスを軸にデータの入口と出口
の確保を急ピッチに進めていることである。
データの入口に関して、トヨタ自動車自体に
おける新車のコネクテッドカー化だけでな
く、マツダやスバルといった資本提携先との
連携も見逃せない。たとえば、2019年9月の
スバルとの資本提携強化の際には、コネクテ

提言した。また、サービスが種類として多様
化・豊富化されるだけでなく、ドライブシー
ンで各サービスがよりシームレスにつなが
り、よりよい利用環境を実現することも、こ
れら2点を実現する前提として重要であるこ
とも忘れてはいけない。サブスクリプション
でのサービス提供は、ユーザーの気付かぬう
ちに、なくてはならないものとして根付くこ
とが、サービスの継続率を高め、売り上げ最
大化に直結するからである。

加えて、有料会員としてユーザーに根付い
てもらうためにも、自動車メーカーのブラン
ドや車両モデル、想定ターゲット層に関連性
が強い③オリジナリティある独自サービス・
ロイヤリティプランの導入検討も重要となる
ことを最後に追記しておきたい。コネクテッ
ドの領域は、クルマの「スマホ化」と呼ばれ
るほどサービスの多様な開発がスピーディー
に行われ、結果的にメーカー間での差別化が
年々困難になっていくことが予想される。①
②の観点に加え、③のような新たな顧客体

図4　トヨタ自動車・Grab社協業の概要

走行データ・
危険挙動

スコアリング活用

テレマティクス保険提供

車両管理・
安全運転促進活用

メンテナンス活用

トヨタ販売店

ライドシェア事業者
Grab社

トヨタ自動車からの出資・人材派遣
10億ドルの出資・取締役／執行役員の派遣

▼

TPS※の導入

※トヨタ生産方式

MSPF：Mobility Service Platform

保険会社

通信型ドライブレコーダー
「TransLog」

出所）トヨタ自動車ニュースリリース「トヨタ自動車、東南アジア配車サービス大手Grab社とモビリティサービス（MaaS）領域での
協業を拡大」2018年06月13日、「トヨタのコネクティッド&MaaS戦略」2019年2月6日より作成
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テム・データ活用手法や細かな現場オペレー
ション理解も要求される。データ活用による
ビジネスでは、メーカーから単純なデータプ
ロバイダーを目指すものではなく、サービス
運営まで見定めたサービスプロバイダーへの
進化を目指すべきと考える。

3	 クルマのスマホ化へ対応する
	 開発体制・アライアンス

売上の拡大に加え、素早く、かつ投入リソ
ースコストを低減させながらコネクテッドサ
ービスの開発・ローンチを目指すことが重要
となることも説明した。サービスの開発体制
構築は、各社とも検討途上にある部分も多い
と想定されるが、アライアンス活用は欠かせ
ない要素の一つであると考える。

VWは自社でソフトウエア開発の専門組織
を立ち上げたが、これだけの投資を行うには
一定程度の規模がないと困難であろう。ま
た、独自のOSやクラウドを開発するとの宣
言はなされているが、技術基盤についてはマ
イクロソフトと提携し、共同開発を行ってい
る。直近では、GoogleやAmazonをはじめと
する巨大IT企業との提携を発表する企業も
顕著である。

サービス開発・ローンチの加速を成功させ
るには、独自サービス領域や顧客データ獲
得・蓄積といった自動車メーカーとして注力
すべき領域を見極め、①効率的な開発を可能
にするITプレイヤー探索・アライアンス戦
略を策定すること、が重要となる。また①の
実現に向けて、協業先との交渉フロントに②
コネクテッド戦略・アライアンス戦略を理解
し、専門的な議論が可能な組織・人材をアサ
インすること、が必要となると考える。協業

ッドカーに関するサービス基盤の共通化につ
いても言及がなされている。当面はシステム
やサーバー、コールセンターといった基盤部
分での共通化が目指される見込みだが、将来
的にはスバルだけでなく各提携先が保有する
自動車ユーザーデータ、サービス開発連携ま
で拡大する可能性も想定される。

出口に関しては、トヨタ自動車では図 3 の
通り、既存自動車業界だけでなくライドシェ
ア・カーシェアといったMaaS（Mobility as 
a Service）領域や、自治体・リテールとい
った領域についても積極的なデータ活用を狙
っている。特にライドシェアの領域では、各
地域における主要な外部事業者へ積極的な資
本提携も行っている。ライドシェア事業者で
あるGrab社との関係・協業の狙いを図 4 に
例示した。単純なデータ提供にとどまらず、
MSPFとつながる保険サービスとの連携や、
トヨタ販売店でのメンテナンス効率化といっ
たグループのエコシステムとの密な連携が目
指されている。

また、トヨタ自動車は20年までに、Grab
社レンタル車両の東南アジアにおけるトヨタ
車シェアの25％への引き上げを狙い、事業の
柱である車両販売増加につなげる想定であ
る。このように、コネクテッドカーからのデ
ータ活用ビジネスにおいて、①データの取得
量とサービス適用先を広げる、だけでなく、
②データ活用先のサービス間連携・協業可能
性を広く検討すること、③個別サービス内に
自社のエコシステムを築くこと、が収益向上
に向け、重要な視点と考える。

特に③に関しては、自社の各事業やデータ
活用のほか、サービス先との密な連携が必要
とされるだけでなく、サービスに適切なシス
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進する際に、企業内の仕組みが不十分である
ケースが少なくないと想定する。

コネクテッド領域では、スマホを念頭に、
多種多様なサービス・アプリケーションの企
画・開発・ローンチをスピーディーかつ高頻
度で求められる側面がある。具体的なサービ
ス・アプリ開発は、車両の適合開発と並行し
て進むことが多くなるため、コネクテッド開
発・車両開発間のコミュニケーションも多く
発生することとなる。しかし、双方ではそれ
ぞれの領域における専門性や想定するスケジ
ュール、品質基準など、ギャップが発生する
ことが想定される。また、コネクテッドサー
ビスは、自動車購入以降のユーザー利用期間
にわたって課金がなされ、アップデートや新
機能追加がなされていくビジネスでもある。
これまでの売り切りでのビジネスではなく、
ユーザーからの資金回収期間が長期化するた
め、適切な目標・KPI（重要業績評価指標）
設定、さらには販売店を巻き込んだトータル
での営業戦略構築など、新たな検討・調整事
項が発生すると想定される。

近年においては、コネクテッド領域の注目
に伴い、コネクテッド専門組織・事業部の立
ち上げや外部招聘を中心としたシステム・ソ
フトウエア領域における専門人材登用の加速
が顕著である。上記課題の打破に向けては、
コネクテッド専門組織・事業部、専門人材が
うまく社内外を巻き込むべくリーダーシップ
を発揮することに加え、社内外協業を円滑に
進める社内制度やKPI設定、関連部・人材の
認識・専門性の向上などを一体的に取り組む
ことも重要となる。

先進国で販売される乗用車の多くは既にコ

候補のITプレイヤーに対し、自動車メーカ
ーとして交渉のイニシアチブを持つだけでな
く、広い視野で全体最適を念頭に置きながら
交渉を進めることが重要だからである。開発
サービス数も年々増加傾向が見込まれ、技術
革新やITプレイヤーの新陳代謝も早い領域
である。個別のコネクテッド開発組織・担当
に協業交渉を実務的に一任するのではなく、
コネクテッド戦略・アライアンス戦略や将来
的な開発計画を認識し、幅広いオプションの
中でITプレイヤーと交渉に当たれる体制が
一層求められると考える。

さらに、コネクテッドサービスのローンチ
スピードに合わせた開発体制構築に向けて各
自動車メーカーは取り組みを推進すると同時
に、限られたリソースを有効活用するための
コスト低減方法の探索も欠かせない。特に、
バックエンドとなるシステム・サーバーなど
のインフラを一企業内、あるいはグループ企
業内で共通化することは業界内でもよく見ら
れる動きである。今後も引き続き、自動車メ
ーカーはサービスローンチ加速化とコスト低
減を両立する手段を戦略的に検討していかな
ければならない。

4	 コネクテッド収益化に向けて
以上の通り、コネクテッドサービスの収益

性を高めるには、売り上げ拡大・開発スピー
ド・効率性強化など、それぞれに継続的な取
り組みが必要であることを説明した。しか
し、これらの課題・解決策について、各自動
車メーカーでは程度の差こそあれ、取り組み
が全くなされていないということはないはず
である。筆者らは、取り組みがうまく結果に
結びつかない背景として、各課題解決策を推
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ネクテッドカーに変わりつつあり、今後も新
興国も含め、一層の導入加速が期待される。
各地域においてコネクテッドカーの保有台数
が増加すると、コネクテッドサービスの利用
者数の増加につながる。言い換えると、コネ
クテッドサービスの市場としては、まだ成長
期に入った段階ともいえる。企業として、こ
の成長が見込まれる市場において将来的な収
益を確実なものとするためにも、過去の取り
組みレビューを基に、魅力的なサービス企画
と素早く効率的な開発・ローンチ実現に向け
た施策の実施・検討を継続することが重要で
ある。
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